
施策コード 1341

２０年度

平成２１年度　施策評価表

施策名 自然環境
担当部 環境部

担当課 環境課

自然環境保全活動等に
参加している区民の人数
（かつしかっこ探検隊参
加者数、ほか）

施策意図
自然に対する意識が芽生え、自然を大切にする行動が広がっている。

現状と課題
（成果指標分析）

　雨水利用や野鳥の保護、河川の浄化運動等を通じて、自然環境を保全する活動の輪
を広げているが、環境保全は大切と考えていても実際に行動へ結びつく人は少ないの
が現状である。このため、普及・啓発活動を充実する必要がある。

単位 1７年度 1８年度 １９年度

14,280.00

２１年度

成果指標１
予定 人 10,523.00 10,523.00 10,627.00 10,732.00 10,836.00

人 12,207.00 43,811.00 14,365.00

成果指標２
予定 ％ 64.30 64.30 64.40 64.40 70.80

実績

64.90 69.90

自然を大切にしている区
民の割合（マーケティング
調査） 68.30

－

実績 ％ 64.70

－

成果指標３
予定 － － － － － －

施策の評価と今
後の方向性
（施策を取り巻く
環境の変化と、
施策内における
22年度以降の経
営資源の配分方
針など）

【施策の評価・成果分析】
　成果指標１の活動参加人数については、予定を上回る成果を上げており、成果指標２
の自然を大切にしている区民の割合も比較的高い水準で推移している。活動参加人数
を増やし、自然を大切にしている区民を増やすためには、今後も一層、普及・啓発活動
を活発化していく必要がある。
【施策の評価・コスト分析】
　トータルコストについては、毎年微増傾向にある。施策を構成する事業の中では自然
エネルギーの利用促進事業が突出しているが、区総合庁舎への太陽光発電システム
の設置などによるものである。
【今後の方向性】
　昨年度策定した「地球温暖化対策地域推進計画」を推進するため、２０年度は環境教
育用の副読本の作成やグリーン電力証書化事業を開始してきたが、２１年度からは本
施策「自然環境」に位置付けていた「自然エネルギー利用促進」や「環境学習講座」など
の事業を新施策「地球温暖化対策」の下で再構築し、経営資源も配分したので、積極的
な展開を図っていく。

経営資源配分の
方向性（なにを、
いつまでに、どの
ようにして行うの
か）

　自然環境を保全する活動を広げていくための普及・啓発活動は、施策を推進するため
の基本的な事業であり、引き続き個々の事業を積極的に推進することにより施策の向
上を図っていくが、経営資源の配分については、今回の再構築後の取り組み状況をみ
ながら、来年度以降の施策評価の中で方向性を定めていく。

実績 － － － －





350.00

人

Ｂ

２１予定

138.00 120.00

２０実績

２１予定

Ａ 1

134105 環境学習講座

２０年度 6,989

成果指標
１

成果指標
２

１９年度

3,870.00

人

２０実績

環境講座受講者数

単位

自然観察会受講者数
299.00

5,179

7.59%1,810

3,800.00

B 2 B

２０実績 ２１予定

7,240.00 7,500.00

人

２０実績

134104 環境月間普及啓発

２０年度 3,623

１９年度 3,549

成果指標
２

環境ポスターコンクール応募作品数＋作品展入場者
数

74

Ｂ

２１予定

14.78 14.80

3.93%

成果指標
１

かつしか環境・緑化フェア入場者数＋パネル展入場
者数

単位

人

２１予定

２１予定

0.45 0.46

％

％

２０実績

２０実績

２０実績

4.24%

134103 雨水利用促進（助成）

２０年度 3,908

１９年度 3,691

成果指標
１ 区施設への設置率

単位

成果指標
２ 民間建物への設置率

２１予定

－ －

217 Ｂ 1

－

134102 雨水利用促進（指導）

２０年度 920

１９年度 910

成果指標
２ －

45.76

10

88.15 100.00
％

1.00% Ｂ － Ｂ

体験学習出席者のレポート提出率

２０実績 ２１予定

成果指標
１ 指導成果率

単位

0.00 40.00

２０実績 ２１予定

％

２０実績 ２１予定

3 Ｂ

80.00

成果指標
１ 体験学習出席率

単位

％

成果指標
２

施策に占める
コストの割合

成果向上と
効率性の分析

-892 3.56%

成果向上と
効率性の分析

（手段）

区の職員が直
接関与する必

要性

Ｂ

事務事
業

コード
施策を構成する事務事業 事務事業トータルコスト(千円）

事務事業トータルコストの
増減額(千円）

134101 かつしかっこ探検隊

２０年度 3,280

１９年度 4,172

平成21年度　施策別事務事業一覧表

施策名 自然環境
担当部 環境部 施策トータルコスト（千円）

92,115担当課 環境課



－

団体

Ｂ

２１予定

32.00 38.00

２０実績

２１予定

Ｂ -

134110 環境保全団体支援

２０年度 993

成果指標
１

成果指標
２

１９年度

2.00

－

２０実績

補助金交付団体数の累計

単位

－
－

1,009

1.08%-16

2.00

Ｂ - Ｂ

２０実績 ２１予定

1.00 2.00

件

２０実績

134109 地球環境保全融資事務

２０年度 3,192

１９年度 3,011

成果指標
２ 低公害車導入資金利用件数

181

Ｂ

２１予定

100.00 100.00

3.47%

成果指標
１ 公害防止設備資金利用件数

単位

件

２１予定

２１予定

52.00 50.00

％

件

２０実績

２０実績

２０実績

12.60%

134108 野鳥の保護・被害対策

２０年度 11,602

１９年度 11,038

成果指標
１ 相談の解決率

単位

成果指標
２ カラスの巣撤去件数（民有地）

２１予定

33.30 80.00

564 Ｂ 2

％

134107 自然・環境レポーター

２０年度 4,017

１９年度 4,835

成果指標
２ 研修参加率

－

-818

－ －
－

4.36% Ｂ 3 Ｂ

－

２０実績 ２１予定

成果指標
１ レポート提出率

単位

36.70 80.00

２０実績 ２１予定

％

２０実績 ２１予定

－ Ｂ

－

成果指標
１

自然環境に対する満足度（「葛飾区世論調査」(３年
毎）より。16年度：「41.8％」、19年度：｢45.35％」)

単位

％

成果指標
２

施策に占める
コストの割合

成果向上と
効率性の分析

-70 2.21%

成果向上と
効率性の分析

（手段）

区の職員が直
接関与する必

要性

Ｂ

事務事
業

コード
施策を構成する事務事業 事務事業トータルコスト(千円）

事務事業トータルコストの
増減額(千円）

134106 自然保護区域維持管理

２０年度 2,033

１９年度 2,103

平成21年度　施策別事務事業一覧表

施策名 自然環境
担当部 環境部 施策トータルコスト（千円）

92,115担当課 環境課



２１予定２０実績

２１予定

２０年度

成果指標
１

成果指標
２

１９年度

1,279.00

２０実績
単位

0.00%0

1,220.00

Ａ 1 Ｂ

２０実績 ２１予定

211.22 320.60

人

２０実績

134114 自然エネルギー利用促進

２０年度 37,617

１９年度 10,191

成果指標
２ 環境学習を行った児童生徒数（累計）

27,426

Ｂ

２１予定

255.00 200.00

40.84%

成果指標
１ ＣＯ2排出量の削減数（累計）

単位

ｔ

２１予定

２１予定

- -

人

人

２０実績

２０実績

２０実績

1.64%

134113 河川愛護活動

２０年度 1,511

１９年度 1,638

成果指標
１ 荒川クリーンエイド参加者数

単位

成果指標
２ アウトドア・イベント・イン・アラカワ総参加者数

２１予定

1,268.00 1,000.00

-127 Ｂ 3

人

134112 河川浄化運動

２０年度 9,871

１９年度 9,854

成果指標
２ キャンペーン参加者数

5.00

17

－ －
－

10.72% Ｂ - Ｂ

－

２０実績 ２１予定

成果指標
１ 綾瀬川の水質

単位

2.30 3.00

２０実績 ２１予定

mg/l

２０実績 ２１予定

- Ｂ

5.00

成果指標
１ 公表回数

単位

回

成果指標
２

施策に占める
コストの割合

成果向上と
効率性の分析

14 2.78%

成果向上と
効率性の分析

（手段）

区の職員が直
接関与する必

要性

Ｂ

事務事
業

コード
施策を構成する事務事業 事務事業トータルコスト(千円）

事務事業トータルコストの
増減額(千円）

134111 自然環境調査

２０年度 2,559

１９年度 2,545

平成21年度　施策別事務事業一覧表

施策名 自然環境
担当部 環境部 施策トータルコスト（千円）

92,115担当課 環境課



 



施策コード 1342

施策の評価と今
後の方向性
（施策を取り巻く
環境の変化と、
施策内における
22年度以降の経
営資源の配分方
針など）

【施策の評価・成果分析】
　区は、率先して温室効果ガス排出量の削減に取り組んでおり、成果指標１について
は、省エネを心がけている区民の割合は目標を上回る成果をあげている。成果指標２
の公害苦情件数についても低下傾向が見られ、施策として着実な成果を上げている
が、引き続き温室効果ガス削減に向けた一層の成果向上が必要とされる。

【施策の評価・コスト分析】
　施策は着実な成果を上げており、トータルコストはほぼ横ばいに推移しているが、施策
の成果をより向上させるための地球温暖化対策が求められている。

【今後の方向性】
　区民ニーズに貢献する施策であり区民に重要と考えられていることから、現行の生活
環境の施策は充実するとともに、「地球温暖化対策地域推進計画」を推進する上で、21
年度より新たに「地球温暖化対策」の施策項目を設け新規事業とあわせて再構築したた
め、ここに新たに経営資源を配分していく。

経営資源配分の
方向性（なにを、
いつまでに、どの
ようにして行うの
か）

　生活環境の保全にかかる事業は、施策を推進するための基本的な事業であり、引き
続き個々の事業を着実に推進することにより、施策の成果向上を図る。
　また、「環境に配慮した行動の推進」等の温暖化対策事業を、「環境に配慮した行動の
推進」「地球温暖化対策の推進」「自然エネルギーの推進」「環境学習の推進」の4つの
事業で再構築し、21年度より新施策「地球温暖化対策」下で体系化したため、これに基
づき経営資源を配分し、施策を推進していく。

実績 － － － －

－ － － －

103.00

－

実績 件 131.00

－

成果指標３
予定 － －

108.00

実績

102.00 76.00

％ 79.40 89.50 83.20

112.00

84.00

110.00 109.00
成果指標２

予定 件 112.00公害苦情件数（工場、建
設作業）

82.00 82.40 82.70 87.00
成果指標１

予定 ％ 81.90省エネを心がけている区
民の割合（マーケティング
調査）

現状と課題
（成果指標分析）

●平成16年度の政策・施策マーケティング調査では、生活環境は、「街づくりと産業」分
野の30施策中、重要と考える施策の16番目であった。平成20年度の調査では、31施策
中、14番目となった。
●昨年策定した地球温暖化対策推進法第20条に定める地域推進計画に基づき、より一
層の施策を推進する必要がある。
●公害苦情は、建設作業や日常生活に起因するものの割合が多くなっている。17～20
年度は、大気中のSPMとNO2が環境基準を達成した。

単位 1７年度 1８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

環境部

担当課 環境課

施策意図
環境への負荷や公害が少なくなり、より快適な環境となっている。

平成２１年度　施策評価表

施策名 生活環境
担当部





区の職員が直
接関与する必

要性

35,588

成果指標
１

温室効果ガス総排出量削減率（基準年度：平成18年
度）

平成21年度　施策別事務事業一覧表

施策名 生活環境
担当部 環境部 施策トータルコスト(千円）

158,845担当課 環境課

A 1・2

事務事
業

コード
施策を構成する事務事業 事務事業トータルコスト（千円）

事務事業トータルコストの
増減額(千円）

施策に占める
コストの割合

成果向上と
効率性の分析

成果向上と
効率性の分析

（手段）

134201

2

1.50

Ｂ

環境行動推進（環境行動計
画の推進）

２０年度 38,384

2,796 24.16% Ｂ

１９年度

２０実績 ２１予定

128.00 160.00

単位

％

２０実績 ２１予定

0.01

27,955

成果指標
１ 公表回数

成果指標
２ 環境経営導入(認証取得)への講座参加事業者数 社

Ｂ

－

4.00

Ｂ

134202 大気汚染監視測定

２０年度 28,137

182 17.71%

１９年度

２０実績 ２１予定

9.00 27.00

単位

回

２０実績 ２１予定

4.00

2,750

成果指標
１ 公表回数

成果指標
２ 光化学スモッグ発令情報周知件数 件

Ｂ

－

7.00

Ｂ

134203 水質汚濁監視測定

２０年度 2,395

-355 1.51%

１９年度

２０実績 ２１予定

3.00 3.00

単位

回

２０実績 ２１予定

7.00

8,386

成果指標
１ 公表回数

成果指標
２ 関係機関への報告回数 回

Ｂ

－

2.00

A

134204 交通騒音・振動調査

２０年度 8,133

-253 5.12%

１９年度

２０実績 ２１予定

2.00 2.00

単位

回

２０実績 ２１予定

2.00

40,500

成果指標
１ 工場・指定作業場の苦情件数割合

成果指標
２ 関係機関への報告回数 回

Ｂ

２１予定

5.16 5.50

134205 公害発生源規制・指導

２０年度 40,511

11 25.50%

１９年度

成果指標
２ 建設作業の苦情件数割合 ％

２０実績 ２１予定

4.69 4.50

単位

％

２０実績



区の職員が直
接関与する必

要性

39,796

成果指標
１

確認処理率
確認処理率＝確認処理件数/苦情件数×１００

平成21年度　施策別事務事業一覧表

施策名 生活環境
担当部 環境部 施策トータルコスト(千円）

158,845担当課 環境課

A －

事務事
業

コード
施策を構成する事務事業 事務事業トータルコスト（千円）

事務事業トータルコストの
増減額(千円）

施策に占める
コストの割合

成果向上と
効率性の分析

成果向上と
効率性の分析

（手段）

134207

－

100.00

Ｂ

工場等苦情処理

２０年度 40,217

421 25.32% A

１９年度

２０実績 ２１予定

－ －

単位

％

２０実績 ２１予定

88.67

1,038

成果指標
１ あき地苦情件数

成果指標
２ － －

Ｂ

20.00

134208 あき地除草対策事業

２０年度 1,068

30 0.67%

１９年度

２０実績 ２１予定

84.75 95.00

単位

件

２０実績 ２１予定

59.00

成果指標
１

成果指標
２

適正管理執行率
（除草件数＝区の指導により自主除草した件数＋区
に除草を委託して除草した件数）÷（苦情件数）

％

２０年度

0 0.00%

１９年度

２０実績 ２１予定
単位

２０実績 ２１予定

成果指標
１

成果指標
２

２０年度

0 0.00%

１９年度

２０実績 ２１予定
単位

２０実績 ２１予定

成果指標
１

成果指標
２

２１予定

２０年度

0 0.00%

１９年度

成果指標
２

２０実績 ２１予定
単位

２０実績



施策コード 1343
平成２１年度　施策評価表

施策名 美化活動
担当部 地域振興部

担当課 地域振興課

施策意図
ごみのないきれいで清潔なまちになっている。

現状と課題
（成果指標分析）

　平成１７年８月、「葛飾区きれいで清潔なまちをつくる条例」を施行し、たばこの吸い殻
等のポイ捨てや歩きたばこ、犬・猫のふんの放置を禁止した。　多くの区民に条例の趣
旨を理解し、遵守してもらうよう様々な啓発活動を行ってきた。また、歩行喫煙者などに
直接注意するパトロールの実施により、歩行喫煙率が減少するなどの効果が出ている。
今後とも、ごみのポイ捨ての防止など、環境美化に関する行動と意識の向上に努める。
　環境美化地区の活動に対する支援を行うとともに、環境美化の日のクリーン作戦の呼
びかけに多くの区民が参加している。

単位 1７年度 1８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

12,000.00
成果指標１

予定 件 6,545.00ポイ捨ての件数（主要駅
での実態調査）

実績 件 8,774.00

29.3021.60 27.10

6,498.00 6,465.00 6,432.00

28.10 28.80 29.60 30.50

8,828.00 8,300.00 12,138.00

－

成果指標３
予定 － －－

実績 ％ 23.50

成果指標２
予定 ％ 28.00区内が清潔なまちになっ

ていると思う区民の割合
（マーケティング調査）

－ － － －

経営資源配分の
方向性（なにを、
いつまでに、どの
ようにして行うの
か）

　２１年度は「緊急雇用対策」補助制度を活用し、7月から「歩行喫煙等禁止パトロール」
の実施回数を増やし強化する。
　今後も、民間委託による「歩行喫煙等禁止パトロール」、「ポイ捨て等防止キャンペー
ン」の拡大を検討する。
　

実績 － － － －

施策の評価と今
後の方向性
（施策を取り巻く
環境の変化と、
施策内における
22年度以降の経
営資源の配分方
針など）

【施策の評価 】
　成果指標２のマーケティング調査の「区内が清潔なまちになっていると思う区民の割
合」は伸びているものの、　成果指標１の主要駅での「ポイ捨ての件数」は増加している。
今後とも様々な取り組みを強化していく必要がある。
【コスト分析 】
　トータルコストについては、２０年度に歩行喫煙等禁止パトロールの実施駅を拡大した
ため、増加している。
【今後の方向性 】
　平成2１年５月の歩行喫煙実態調査によれば、条例施行前と比較し、歩行喫煙率が約
８６％減少した結果がでており、成果が上ってきている。
　また、平成19年度から実施した「歩行喫煙等禁止パトロール」では、注意された者の約
8割が注意を受け入れるなど、一定の効果も出ており、21年度は区内全駅(12駅）で実施
する。今後は、パトロールの回数を週２回から3回にするなど、回数の増加などの強化策
の検討を要する。
  なお、条例の取り組みの効果を検証する必要があることから、実態調査は継続する。ま
た、区民の主体的な環境美化への取り組みについては、今後とも支援していく。





平成21年度　施策別事務事業一覧表

施策名 美化活動
担当部 地域振興部 施策トータルコスト(千円）

41,984担当課

事務事
業

コード
施策を構成する事務事業 事務事業トータルコスト（千円）

事務事業トータルコストの
増減額(千円）

地域振興課

成果向上と
効率性の分析

（手段）

施策に占める
コストの割合

成果向上と
効率性の分析

区の職員が直
接関与する必

要性

134301
ポイ捨て防止等環境美化活

動

２０年度 26,726

4,671 63.66% A １・２ B

１９年度 22,055

成果指標
１

ポイ捨て等実態調査＝ＪＲ３駅における1週間にポイ
捨てされたたばこ、空き缶、空き瓶、ペットボトルの数

単位

個

成果指標
２

アンケート調査による条例効果のモニタリング＝自治
町会長を対象としたきれいなまちへの満足度

％

２０実績 ２１予定

12,138.00 12,000.00

２０実績 ２１予定

B

ー 82.00

清掃活動の実施回数

-360 14.56%

美化地区自治町会組織率＝支援自治町会数／全自
治町会数×１００

単位

58.09 60.00

134302 環境美化地区支援

２０年度 6,111

１９年度 6,471

成果指標
２

成果指標
１

－ B

２０実績 ２１予定

回

２０実績 ２１予定

996.00 950.00

％

134303 環境美化の日事業

２０年度 9,147

１９年度 9,313

成果指標
２ －

-166

人

B －21.79%

成果指標
１ 参加人数

単位

B

２１予定

21,278.00 45,000.00

２０実績

－

２０実績 ２１予定

－ －

0 0.00%

成果指標
１

単位

２０年度

１９年度

成果指標
２

２０実績 ２１予定

２０実績 ２１予定

２０年度

１９年度

成果指標
２

0 0.00%

成果指標
１

単位

２１予定２０実績

２０実績 ２１予定



 













施策コード 1345

２０年度

平成２１年度　施策評価表

施策名 ごみの適正処理
担当部 環境部

担当課 清掃事務所

集積所指導件数（分別の
徹底など排出ルールの
守られていない集積所に
ついて、専属班により排
出指導を実施）

施策意図
正しくごみの分別が行われ、ごみが適正に処理されている。

現状と課題
（成果指標分析）

　清掃事業移管後も本区の地域特性に応じたきめ細かな施策を展開し、ごみの適正処
理に努めてきたところであるが、平成18年度から「葛飾区一般廃棄物処理基本計画（第
2次）」を定めごみの適正処理の促進を図っている。
　平成20年度からプラスチック製容器包装の分別回収・リサイクルを始めとする分別変
更を区内全域で本格実施した。また、広報紙やごみ減量・リサイクル情報紙による周知
をはじめ、「資源とごみの正しい分け方・出し方」及び「資源とごみの収集カレンダー」を
全世帯に配布し、自治町会やマンションの管理組合などを対象に分別変更説明会を開
催するなどきめ細かな周知活動を展開した。平成21年度は、これらの周知活動を継続
し、分別方法の更なる定着と資源回収量の増加を図る。

単位 1７年度 1８年度 １９年度

3,164.00

２１年度

成果指標１
予定 件 2,327.00 2,560.00 2,534.00 2,509.00 2483.00

件 2,586.00 1,487.00 2,532.00

成果指標２
予定 ％ － － 14.00 10.00 15.00

実績

15.50 17.10

排出実態調査による分別
状況（可燃ごみ中の資源
混入率を減らしていく）
（調査は3年ごとに実施） 17.10

排出実態調査による分別
状況（不燃ごみ中の資源
混入率を減らしていく）
（調査は3年ごとに実施）

実績 ％ －

13.70

成果指標３
予定 ％ － － 12.00 8.00 12.00

施策の評価と今
後の方向性
（施策を取り巻く
環境の変化と、
施策内における
22年度以降の経
営資源の配分方
針など）

【施策の評価・分析】
・成果指標１（集積所指導件数）について、20年度は予定の指標を上回る結果となっている。これ
は集積所数増加に伴い、指導件数が増加したものと分析される。
・成果指標２の平成20年度資源混入率は平成19年度と同等、成果指標３の平成20年度資源混入
率は平成19年度と比べて改善されている。これらは、平成20年度から本格実施した、プラスチック
製容器包装の回収が一定程度定着してきているものと分析される。
・ごみの適正処理に係る施策全体のトータルコストについては、プラスチック製容器包装収集の本
格実施を始めとする分別変更に伴う増加が主要因と分析される。

【今後の方向性】
　ごみの減量と最終処分場の延命化を図るため、平成20年度から容器包装リサイクル法に基づく
「プラスチック製容器包装」を分別回収し資源として再生利用するとともに、分別回収できないプラ
スチック等を燃やすごみに変更し、焼却による熱エネルギーを有効利用するための分別変更を実
施した。今後とも、適正排出の定着を図り、適正排出割合の向上を図る。
　また、事業系ごみの自己処理転換に関して、全事業者への周知徹底、日量基準を超える事業
者への訪問指導等を実施し、自己処理転換の促進を図る。

経営資源配分の
方向性（なにを、
いつまでに、どの
ようにして行うの
か）

　平成２１年度は、引き続き、様々な機会を捉えて区民への適正排出や分別方法の周知徹底、啓
発等を行っていくことで、各ごみ等のより効率的な収集運搬を目指す。また、集積所美化等排出
指導や不法投棄防止対策の継続、事業系ごみの自己処理転換促進の徹底を行う。これらによ
り、ごみの適正処理を推進していく。

実績 ％ － 14.50 15.30





平成21年度　施策別事務事業一覧表

施策名 ごみの適正処理
担当部 環境部 施策トータルコスト（千円）

3,076,728担当課

事務事
業

コード
施策を構成する事務事業 事務事業トータルコスト(千円）

事務事業トータルコストの
増減額(千円）

清掃事務所

成果向上と
効率性の分析

（手段）

施策に占める
コストの割合

成果向上と
効率性の分析

区の職員が直
接関与する必

要性

134501 不法投棄防止対策

２０年度 6,742

160 0.22% Ａ 2 Ｂ

１９年度 6,582

成果指標
１ 夜間パトロールにおける不法投棄物の年間発見件数

単位

件

２０実績 ２１予定

250.00

単位

220.00

成果指標
２ 不法投棄防止協力員通報件数 件

２０実績 ２１予定

72.00 23.00

Ｂ

２０実績134502 有料ごみ処理券販売

２０年度 32,308

-4,024 1.05%

成果指標
１

廃棄物処理手数料歳入額(有料ごみ処理券分)/有料
ごみ処理券販売額

－

２０実績

１９年度 36,332

２１予定

99.22 100.00
％

Ａ 2

134503 一般廃棄物処理業許可事務

２０年度 18,589

２１予定

－ －

２０実績

成果指標
２ －

-8,927 0.60%

成果指標
１ 行政処分等件数（警告書の交付含む）

単位

１９年度 27,516

成果指標
２ －

件

Ａ 2 Ａ

２１予定

0.00 0.00

単位

－

２０実績 ２１予定

－ －

Ａ

２０実績

％

２０実績

134504 浄化槽関係事務

２０年度 4,730

22 0.15%

成果指標
１ 清掃浄化槽数／浄化槽基数

１９年度 4,708

２１予定

39.15 50.00
％

Ａ 2

134505 清掃協力会助成

２０年度 7,710

２１予定

0.00 0.00

２０実績

成果指標
２ 苦情処理件数／浄化槽基数

80 0.25%

成果指標
１ 清掃協力会加入率(加入町会数/全町会数)×100

単位

１９年度 7,630

成果指標
２ －

Ａ 2 Ｂ

２１予定

90.04 100.00

－

２０実績 ２１予定

－ －

％



平成21年度　施策別事務事業一覧表

施策名 ごみの適正処理
担当部 環境部 施策トータルコスト（千円）

3,076,728担当課

事務事
業

コード
施策を構成する事務事業 事務事業トータルコスト(千円）

事務事業トータルコストの
増減額(千円）

清掃事務所

成果向上と
効率性の分析

（手段）

施策に占める
コストの割合

成果向上と
効率性の分析

区の職員が直
接関与する必

要性

134506
燃やすごみ・プラスチック製

容器包装等収集運搬

２０年度 1,948,138

142,628 63.32% Ａ 2 Ｂ

１９年度 1,805,510

成果指標
１

燃やすごみ・燃やさないごみ・プラスチック製容器包
装の収集量（t）

単位

ｔ

２０実績 ２１予定

94,833.51

単位

89,500.00

成果指標
２ － －

２０実績 ２１予定

－ －

Ｂ

２０実績134507 し尿収集運搬

２０年度 33,157

-712 1.08%

成果指標
１ し尿収集量

kl

２０実績

１９年度 33,869

２１予定

742.09 725.40
kl

Ｂ －

134508 集積所美化等排出指導

２０年度 387,832

２１予定

1.19 1.45

２０実績

成果指標
２

一作業当たりのし尿収集量＝し尿収集量／延べ収集
作業回数（搬入回数）

24,626 12.61%

成果指標
１ 改善集積所数

単位

１９年度 363,206

成果指標
２ 専属班指導回数

箇所

Ａ 2 Ｂ

２１予定

327.00 300.00

単位

回

２０実績 ２１予定

3,164.00 2,394.00

Ｂ

２０実績

％

２０実績

134509 車両維持管理（清掃事務所）

２０年度 43,572

-5,726 1.42%

成果指標
１

自己整備率＝所内実施件数（車検・整備・点検・修
理）／総車検・整備・点検・修理件数

１９年度 49,298

２１予定

86.47 95.00
％

Ｂ －

134510 コンテナ中継所管理運営

２０年度 156,326

２１予定

0.13 0.00

２０実績

成果指標
２ 事故発生率＝事故件数／延べ配車台数（直営車）

18,695 5.08%

成果指標
１ 不燃ごみ中継量（ｔ）（20年度より燃やさない、プラ）

単位

１９年度 137,631

成果指標
２ －

Ｂ － Ｂ

２１予定

6,865.63 7,600.00

－

２０実績 ２１予定

－ －

ｔ



平成21年度　施策別事務事業一覧表

施策名 ごみの適正処理
担当部 環境部 施策トータルコスト（千円）

3,076,728担当課

事務事
業

コード
施策を構成する事務事業 事務事業トータルコスト(千円）

事務事業トータルコストの
増減額(千円）

清掃事務所

成果向上と
効率性の分析

（手段）

施策に占める
コストの割合

成果向上と
効率性の分析

区の職員が直
接関与する必

要性

134511
職員被服等貸与（清掃事務

所）

２０年度 15,648

188 0.51% Ａ 2 Ｂ

１９年度 15,460

成果指標
１ 被服貸与率（貸与実数÷貸与予定数）×100

単位

％

２０実績 ２１予定

106.50

単位

100.00

成果指標
２ 保護具貸与率（貸与実数÷貸与予定数）×100 ％

２０実績 ２１予定

87.43 100.00

Ｂ

２０実績134512 清掃事務所維持管理

２０年度 78,319

24,688 2.55%

成果指標
１

１㎡当たりのコスト　＝　施設維持管理経費　／　庁
舎管理面積（4,051㎡）

－

２０実績

１９年度 53,631

２１予定

15,377.00 11,645.00
円

Ａ 1

134513 粗大ごみ収集運搬

２０年度 312,954

２１予定

－ －

２０実績

成果指標
２ －

-35,842 10.17%

成果指標
１ 処理重量

単位

１９年度 348,796

成果指標
２

削減率＝(12年処理重量［2,587ｔ］－現年処理重量）
／12年処理重量［2,587ｔ］

ｔ

Ｂ 2 Ｂ

２１予定

2,341.05 2,500.00

単位

％

２０実績 ２１予定

9.51 3.36

Ｂ

２０実績

件

２０実績

134514 動物死体処理

２０年度 14,036

2,697 0.46%

成果指標
１

動物死体処理総数＝有料動物死体処理数＋都道分
動物死体処理数＋集積所動物死体処理数

１９年度 11,339

２１予定

1,304.00 1,316.00
件

Ｂ －

134515 事業系ごみ自己処理促進

２０年度 16,667

２１予定

185.00 180.00

２０実績

成果指標
２

都道上等の処理実績＝都道分動物死体処理数＋集
積所動物死体処理数

-5,454 0.54%

成果指標
１ 勧奨指導後の事業系ごみ収集業者委託件数

単位

１９年度 22,121

成果指標
２ －

Ｂ 2 Ｂ

２１予定

3.00 700.00

－

２０実績 ２１予定

－ －

件



 


